
平成２４年第３回市議会定例会の一般質問が次の日程で行われます。

日　時　　９月６日（木）・７日（金）・１０日(月）・１１日（火）　いずれも午前１０時から

質問内容　下表のとおり

問合先　　議会事務局（電話０４２－３８７－９９４７）　　

９月６日（木）

小林正樹

１　「いじめ」を根絶するために
　⑴　小金井市のいじめ総点検の結果・対策を問う
　⑵　小金井版「いじめや虐待のないまち宣言」をしないか
２　子どもを自然環境で遊ばせる広場事業について

　⑵　管理体制はどう考えるか
３　スマホの有効利用と安全対策について

　⑴　常設型プレーパーク設置の予定は

　⑴　エリアメールの導入を行わないか
　⑵　高齢者への利用促進と、見守り対策への活用は
　⑶　地域経済活性化への活用は
　⑷　利用中の事故対策を行わないか

村山秀貴

１　違法ドラッグ対策を強化せよ
　⑴　脱法ドラッグ等と称されるものの現状と実害。違法ドラッグとは何か。「合

　⑵　今後の取り組みについて。これまでの薬物乱用防止への取り組みについて。

氏　名 発言の表題

中山克己

１　東小金井区画整理事業延伸の影響について問う
　⑴　事業が延伸となっている理由は

３　発達支援事業の意見集約について

６　解体工事におけるアスベスト飛散防止について

　⑴　発達支援相談業務と発達支援センターの目指すものは

　⑵　再び延伸となる可能性は
　⑶　まちづくりへの影響について
２　都市計画コンサルによる統一的なまちづくりの促進を

　⑵　今後の課題は
　⑶　小金井の発達支援事業の最終到達目標は
４　学校防災体制の整備と地域防災組織との連携
５　小金井市民交流センター利用予約の課題について

鈴木成夫

１　発達支援センター開設準備の現状について
　⑴　通園業務の運営主体の検討状況。保護者の理解は進んでいるのか。職員団体
　　の合意内容は、ピノキオ幼児園保護者に理解されているのか。給食調理の委託
　　について。プロポーザルの選定メンバーに施設利用者、障がい者団体代表は参
　　加できるか

　⑴　中学校で個別の対応が必要な生徒の支援の拡充のために、放課後子ども教室

　　大学のボランティア認証制度は活用されているのか。支援拡充のために市内の
　　人材を活用し、ボランティアを組織出来ないか

　　を拡充し、学習支援をしないか
　⑵　小金井市での学習支援ボランティア活動の現状はどうなっているのか。学芸
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　⑵　現在のピノキオ幼児園業務は、どのように引き継いでいくのか。現状の業務
　　や療育のノウハウの内容についてマニュアル化しているか。今後、施設利用者
　　の情報を関係各課で共有するための具体案はあるか
２　放課後子どもプランを活用し、学習支援ボランティアの活用をしないか

２　本町四丁目の国有地について
　⑴　これまでの経緯
　⑵　有効利用を検討できないか

　　東京都、警察との連携強化と市民への啓発を

　　法ドラッグ」、「脱法ドラッグ」、「違法ドラッグ」…。「合法」なんてない。
　　いわゆる「脱法ハーブ」の恐怖。最近の事件の紹介。国の規制、東京都の排除。
　　ヘッドショップの実態を把握しているか



９月７日（金）

　　きないか
　⑷　各中学校のブラバンが出演する行事を積極的に広報するなど、市は、児童生
　　徒の活躍をもっと市民に知らせていかないか
　⑸　抽選ではじかれて市民交流センターを使えない市内の文化団体が数多くある
　　ことについて、どのように対応するつもりか

　⑴　生涯学習を巡る諸問題について。生涯学習の意義と現状認識。組織のあり方

武井正明

１　商業活性化のために

露口哲治

１　野川沿い、遊歩道から河川敷への上下通路の増設を願う。野川新前橋（小金井
　街道）から小金井新橋までの間、野川右岸で遊歩道から河川敷へ降りる階段が無

　⑶　マル経融資（商工会長推せん融資）の利子の一部を市が補助しないか
　⑷　商工会工業者ガイドブック作成に市が協力しないか
２　市道573号線の交通対策について
　⑴　通行量の推移はどうか
　⑵　交通誘導員の配置は効果があるのか
　⑶　警察署の協力を求めるべき
３　市道39号線（イトーヨーカ堂西側）の一方通行解除のスケジュールを示せ

　⑴　プレミアム付商品券事業を来年度も継続しないか
　⑵　東日本大震災復興応援小金井プロジェクトを支援しないか

　安全・安心まちづくり条例市の責務では警察との連携や市民への配慮が図られな
　ければならないと解せる
　⑴　暴力団排除条例の策定に向けての現状はどこまで進んでいるか
　⑵　小金井市では暴力団関係者による詐欺の部類は無かったのか

宮崎晴光

１　小金井市の生涯学習施策について

　⑵　市民交流センター友の会を拡大推進するなど、適切な形での市民参加と自主
　　事業や各種文化行事への応援をおこなっていかないか

宮下誠

１　芸術文化の振興のために
　⑴　劇場・音楽堂等の活性化に関する法律の公布とその対応について

　⑵　道路や公共施設などの維持管理が持続的に行われるようにするために、「地
　　域維持型契約方式」を活用し、担い手である建設企業の持続的な体制確保を図
　　らないか

　　員の給与明細、市役所封筒等に広告を入れるなど、歳入確保のために知恵を絞
　　らないか

　⑴　環境保全への自動的な献金や中学校の職業体験受け入れなど、数種のメニュ
　　ーを用意し、社会貢献の仕組みを組み込んだプレミアム商品券を検討しないか

　⑶　学校教育の関係において、市民交流センターが利用しやすくなるよう対応で

　　を問う
　⑵　2012年プレ国体（小金井会場）について。実施した結果と検証。2013年多摩
　　国体に向けての計画と課題

　い。この間の中前橋か天神橋に階段設置の必要性を東京都へ働きかけて欲しい
２　市内全域歩行禁煙とすることを問う。（同時にモデル禁煙コーナー設置を）中
　学生の発案で路上禁煙地区が設置されている、今は人通りの多い地区だけの禁煙
　ですが、市内全域を歩行禁煙としないか
３　（仮称）小金井市暴力団排除条例と防犯カメラ設置に向けての進捗状況を問う。

　⑶　防犯カメラをどこにいくつ設置するか、商店会や連携団体との話し合いのそ
　　の後を問う

　⑹　朽ち果てた市民掲示板の修繕と、その市民掲示板全体の位置を明確に示す地
　　図の作成を早急に進めよ
２　地域産業の活性化のために

　⑶　ファシリティマネジメントに対応できる市内企業を育成しないか
　⑷　市内の建設関連業者を紹介する冊子を作らないか
３　歳入改革をおこなわないか
　⑴　市の施設や土地などの資産をフル活用して、歳入の見込める事業を展開しな
　　いか
　⑵　市役所入り口に広告入りマットを置いたり、職員が利用するＣナビ画面や職



紀由紀子

４　電力を使わず温度を下げるミストシャワー（水道の蛇口につないで使うホース

　しないか

　⑶　小・中学校を含め身近な場所で参加できるように会場の数を増やさないか
　⑷　更に拡充するための工夫を行わないか
２　足が不自由になった人が「足こぎ車椅子」をリハビリに活用し、社会復帰する
　事例が報道され反響が広がっている。介護保険の適用と周知（介護・医療現場含

　式）は、安価で手軽である。小金井市でも、小・中学校・保育園等に配布し活用

２　本町住宅の建て替えに対する市の見解を問う
　⑴　計画が遅れている経過と対策などは住民にきちんと知らされているか
　⑵　住宅マスタープランの位置付けはどういう意味か

　　な視野をもった人材の育成をすべき。「職員参加条例」を制定して環境の整備

　　長から教職員への参加呼びかけを積極的に行ってほしい。市民や子どもたちが、

　⑵　補助金の活用なども行い対策の前進を

宮下誠

　　いか

　　てもらうなど、民間企業とのタイアップ事業を展開しないか

　　ず妊娠に至る訳ではない。相談や指導等の現状と、これからの取り組みは。高
　　額となる治療費に対し、小金井市としても公費助成を行わないか

　⑴　実態の把握と分析をどうするか

　⑴　発展途上国での経験は仕事上も貴重な財産となる。市が率先してグローバル

　　ボランティア体験を聞く機会を作るべき
１　介護予防事業「小金井さくら体操」の拡充について
　⑴　現状は、どうか
　⑵　介護予防の効果をどのように認識しているか

　め）
３　ポリオ（急性灰白髄炎）予防接種が生ワクチンから不活化ワクチンに９月に変
　更となった。周知について

篠原ひろし

１　「小金井市施設白書」と財政
　⑴　２４年３月に施設白書が発表された。今後４０年間に９４０億円余の財政負
　　担の試算結果が示されているが、予測最大値とは言えこの膨大な財政負担が可
　　能とは考えられない。財政負担を軽減する方策を駆使して新施設建設、現施設
　　維持・更新等を計画して行く必要がある。民間資金の導入や民間で行われてい
　　る開発、建設手法を大胆に取り入れ、３０年後、５０年後の財政収支をも考慮
　　した施設展開・維持更新を計画する事を提案する

　　や市民への周知を行い、相談窓口の開設を進めるべき。学校教育等の中で、子
　　供達に妊娠に対する正しい知識を普及すべき

３　JICAボランティア「現職参加制度」を活用し、市職員の人材育成を

関根優司

１　孤独死・孤立死対策を問う

渡辺ふき子

　⑶　建て替え時に福祉施設を併設することはどうなっているか

　⑶　母子手帳のカバー、専用のトートバッグを子育て関連企業から無料で提供し

　⑷　横浜市で広告事業を担当している職員を招き、小金井市で講演してもらわな

２　「認定子ども園」を開設し、就学前教育の充実と待機児童の解消を
　⑴　子育ての環境は多様化しており、幼稚園機能と保育園の一体化を求める声が
　　多くなっている。教育等を取り入れた幼稚園機能と、ゼロ歳児からの保育機能
　　を併せ持つ、「認定子ども園」を新設しないか

　⑵　制度を、市民や市内の小中学校に広く周知し活用を進めるべき。教員のJICA
　　ボランティア経験は、次世代を担う子供達の成長に大きな影響を与える。学校

　⑵　妊娠しても死産や流産を繰り返す「不育症」の患者は、国内に140万人いると
　　言われているが、まだ認知度が低く治療環境も整備されていない。医療関係者

　　を

１　不妊症や不育症で治療を受ける夫婦が増えている。安心して子供を産み育てら
　れる環境の整備を
　⑴　不妊検査や治療を受けたことがある夫婦の割合が増加している。特に体外受
　　精は１回あたり20万円～30万円、顕微授精は30万円～40万円程度かかるが、必



９月１０日（月）

　⑵　非常勤職員の待遇改善の現状と実施予定について。非常勤リーダー制導入の
　　推進に向けて全庁的な共有と検証を。待遇改善の諸課題について

　⑵　IBA問題解決型ケース会議とは。小金井での実践と効果と評価は。子どもの意

　　一環として、子どもの権利に関する条例を持つ小金井からも支援の声をあげて

　　努力を

　催されている。その危険性の更なる周知を

　⑴　出荷農家と市との連携状況は
　⑵　商工会を通した取り組みの在り方は
　⑶　江戸東京野菜を小金井市の代表的な顔のひとつとして位置づけていくための遠藤百合子

１　江戸東京野菜で更なる街おこしを。小金井市内の複数の農家で、江戸東京野菜
　を作付けしている。伝統野菜として、注目を集めている江戸東京野菜の利用拡大
　と周知を図っていくための努力を

　⑴　学芸大で行われた「小金井市における問題解決型ケース会議実践報告」につ

板倉真也

１　市民のくらしを守るために、保険料（税）負担増の見直しを
　⑴　国保税、介護保険料、後期高齢者医療保険料の負担増に対する、窓口への意
　　見状況について

４　薬物乱用防止を進めていくために。脱法ハーブについての学習会が市内でも開

漢人明子

１　若年層の非正規雇用の増大、貧困問題の長期・深刻化を踏まえて、官製ワーキ
　ングプアの改善を急げ
　⑴　公契約条例の迅速な策定にむけたスケジュールを

水上洋志

２　セカンドスクール構想の更なる充実を図るためには
３　成年後見制度の現状と問題点は

　⑶　学校区ごとの連携を強め地域ごとの防災計画を策定しないか
３　３・４・８号線の道路拡幅計画について事業の中止を求める

１　図書館の整備・充実を

片山薫

１　子どもの最善の利益の観点から～IBA問題解決型のスクールソーシャルワークと
　は

　　見表明権は保障されているのか
　⑶　学芸大研究プロジェクト終了後のスクールソーシャルワークの方向について
２　なくそう。子どもの貧困～養護施設から里親委託の流れの中で

　⑶　学校図書館、学校教育との連携強化を
２　防災対策の強化を求める
　⑴　防災対策に公的責任の明確化を
　⑵　減災・予防対策の強化を求める

　⑴　中央図書館の整備について市民を交えて検討すべき

　　いて

　⑵　今後の図書館のあり方について市民を交えて検討すべき

　⑴　2011年厚労省の里親委託ガイドラインについて。小金井での里親支援、里親
　　募集の状況は。東京都や児童相談所からの要請は
　⑵　福岡市の里親普及・支援事業などを参考に、小金井でも里親支援に取り組め

　⑶　減額免除制度の拡充を
　⑷　国保税、介護保険料を値上げ前に戻せ
　⑸　後期高齢者医療保険制度の廃止を国に求めよ
２　脱原発。自然再生エネルギーの先進自治体に

　　ないか
　⑶　里親の村である「子どもの村福岡」のような、SOS子どもの村をモデルとした
　　児童養護システムが東北の被災地でも実践されようとしている。被災地支援の

　　いかないか

　⑵　未納・滞納者が増える恐れがあることへの対応について

　⑶　太陽光発電等の省エネルギー設備に関する助成制度の拡充を
　⑷　市の全ての公共施設に太陽光発電機器の設置を
　⑸　「脱原発都市宣言」を行ない、自然再生エネルギーの先進自治体に

　⑴　大飯原発を再稼働しなくても電力不足にならなかったことが明らかとなって
　　いることへの市長の見解を問う
　⑵　「小金井市地球温暖化対策地域推進計画」の具体化に向けたとりくみ状況に
　　ついて



９月１１日(火）

　⑵　子どもの権利条例を生かし、教職員が児童・生徒とむきあえるように、学校
　　評価、教員評価などを見直すよう、国、東京都に求めないか
　⑶　子どもオンブズマン制度の創設を早急に行うべき
２　リース庁舎の無駄遣いの早期解消と新庁舎建設について、見解を問う
　⑴　ジャノメ跡地への早期建設のために
　⑵　リサイクル作業所等の移転場所の方向性を早期に打ち出すべきではないか
３　年少扶養控除の廃止に伴う影響について、市の見解を問う

　⑴　「もの忘れ相談シート」による認知症地域連携の構築を。行政・地域包括セ
　　ンター・もの忘れ相談医・専門病院で情報を共有
　⑵　知識・経験を持つ人による認知症相談事業を

　⑹　「認知症の人のためのケアマネジメントセンター方式」ツールを活用して、
　　「いつでもどこでも尊厳のある生」の実現を

　⑴　見守り、配食、買い物など、高齢者への多様な生活支援サービスの確保は

　　への講習を

　⑸　空き家を活用したグループリビングについて

　⑵　医療と福祉の連携の現状と今後は
　⑶　住宅改修や福祉用具の購入補助について
　⑷　小金井市内のグループホームの現状は

　⑶　介護保険外のサービスとしての認知症高齢者見守り事業を
　⑷　認知症サポーター養成事業の強化を
　⑸　社協と連携し、成年後見制度の認知度アップと申立支援を。市報等を通じて
　　市民への広報を。市民後見人の推薦に参加を。市長申立の窓口の一本化と職員

田頭祐子

１　高齢者が安心して暮らせる住まいと地域を

森戸洋子

２　更なるごみ減量に向けて
　⑴　可燃ごみの減量対策として、生ごみの循環が重要
　⑵　地域への生ごみ処理機の導入は、市民のニーズに合わせて進めよ

　⑴　年少扶養控除の廃止について、影響と今後の市の対応について

　　ないか
　⑶　保育料について陳情を採択した市議会意志を尊重し、見直しを早急に行うべ
　　きではないか

青木ひかる

１　認知症でも安心なまちづくり

　⑵　保育料などについて、扶養家族の状況調査、負担増の影響調査を緊急に行わ

１　子どもの「いのち」を守る学校づくりに力を入れる教育を

　⑶　生ごみの個別収集や、生ごみ以外の可燃ごみの無料袋を導入しないか
　⑷　プラスチックごみの減量対策として、Ｒマーク付きプラの無料回収を
　⑸　発生抑制に向けた、ペットボトルやトレーの事業者回収を進めよ

　⑴　いじめの実態調査について課題の解決を

渡辺大三

１　生ごみを燃やすごみにしないために
　⑴　今後の市の基本的な方向性は
　⑵　分別収集・別途処理についての市長の考えは
　⑶　乾燥・堆肥化についての市長の考えは
　⑷　仮に既存施設に正式加入することになった場合の市長の考えは。（生ごみを
　　含めてすべて持ち込むという考えなのか、原則として生ごみは持ち込まないで
　　処理する考えなのか）
　⑸　廃棄物処理関連施設（可燃・不燃・資源・リサイクル事業所等）の再配置に
　　ついての市長の考えは。また、再配置計画は、いつまでに、どのようなスケジ
　　ュールで、どのセクションが責任をもって検討・決定していくのか
２　「スポーツ祭東京２０１３」の準備は適切に行なわれているのか
　⑴　諸準備の実施状況に問題はないか

　⑴　ある日突然に親しんでいる樹木が伐採されたりしないよう、事前に近隣住民
　　を含めた市民や議会に情報を開示し、意見を言える機会を付与すべきではない

　⑵　樹木の状況を的確に判断できる有資格者（樹医等）は市役所や担当課に何人
　　いるのか

　⑵　市民協働、市民に理解される形で適切に行なわれているのか
３　市が管理する樹木の伐採や剪定について

　　か



中根三枝

１　８月２６日に行われた防災訓練の２会場同時実施について問う
　⑴　各会場での実施された内容を知りたい
　⑵　それぞれ何名の参加人数だったか
　⑶　炊き出しは双方どのように行われたか
２　共助の推進
　⑴　防災市民組織の日頃の訓練とリーダーの育成を
３　民生委員・児童委員の欠員地区解消を
　⑴　真剣に取り組めば年度内にも全地区配置ができると思うがどう考えるか
　⑵　民生委員が災害時要援護者の把握をしているか


